
【アクションプラン編】における修正箇所一覧
　 　

 

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

1 1-ｱ-1 P1 ■

1-2-1 P76 推進 → → → → 推進 → → → →

移住コンシェジュルについて，平成27年8月に，徳島ク
レメントプラザビルの「とくしま移住交流促進センタ
－」に２名，12月に，東京の「住んでみんで徳島で！
移住相談センター」に１名配置した。また,新たな移住
ポータルサイトを12月に開設したところ。これらの取
組を本格化させ，さらに，移住交流の推進を図るため
文言を改める。

政策

850人

2 1-ｱ-1 P1 ■

1-3-3 P84 推進 → → → →

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

3 1-ｱ-3 P2 ■

1-2-2 P78 推進 → → → → 推進 → → → →

350人 480人 580人 700人 800人

60人 90人 120人 160人 190人

60人 80人 100人 120人 140人 60人 80人 100人 130人 160人

改善見直しの理由及び概要

改善見直しの理由及び概要

工程（年度別事業計画）

部局

政策

総合戦略に掲げる今後5年間での4,000人の雇用創出に
向け、県自らが率先して移住希望者に対する「新たな
雇用枠」を創設し、「とくしま回帰」の流れに弾みを
付けるべく取り組んでいく。

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

●インターンシップの充実等による若者のキャリアアッ
プの機会の拡大、農業・漁業経営体の経営計画策定・技
術の指導等の経営安定化への支援、主伐期に対応可能な
即戦力となる林業技術者を育成するための「とくしま林
業アカデミー（仮称）」の開講などに取り組み、農林水
産業分野における新規就業者の確保と中核的な担い手の
育成を図ります。＜農林＞

【基本目標１】　新しい人の流れづくり

（ア）住みたい・働きたい「とくしま回帰」の加速

番号

行動計画
該当箇所

戦略該当箇所
（ＡＰ）

戦略該当箇所
（ＡＰ） 工程（年度別事業計画）

●インターンシップの充実等による若者のキャリアアッ
プの機会の拡大、農業・漁業経営体の経営計画策定・技
術の指導等の経営安定化への支援、主伐期に対応可能な
即戦力となる林業技術者を育成するための「とくしま林
業アカデミー」の開講などに取り組み、農林水産業分野
における新規就業者の確保と中核的な担い手の育成を図
ります。＜農林＞

●移住交流の支援体制を強化するため、移住情報をタイ
ムリーに発信する「移住ポータルサイト」の開設や移住
相談やしごとの提供を一元的に行う「移住コンシェル
ジュ」を配置した「とくしま移住交流促進センター」を
設置します。＜政策＞

●「とくしま回帰」を加速するため、「とくしま移住交
流促進センター」や「住んでみんで徳島で！移住相談セ
ンター」に「移住コンシェルジュ」を配置し、移住に関
するきめ細かな相談対応を行うとともに、「移住ポータ
ルサイト」による情報発信を推進します。＜政策＞

○新規就農者数（累計）
　　　㉕１０５人→㉛８００人

工程（年度別事業計画）

○移住希望者に対する「新たな雇用枠」の創設
　　　㉘創設

番号

行動計画
該当箇所

○新規漁業就業者数（累計）
　　　㉕２９人→㉛１４０人

①移住交流の推進

移住希望者に対する「新たな雇用枠」の創設：H28創
設（－）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

移住者数：８５０人（８０人）

○移住者数
　　　㉕８０人→㉛８５０人

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

農林水産業新規就業者数（５か年の累計）：1,150人
（149人）

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

③農林水産業にチャレンジする新規就業者の拡大

●地域における仕事づくりを図るため、産業競争力の強
化、観光誘客の推進及び産業人材の育成に一体的に取り
組み支援を続けることで、未来につながる雇用の創出を
推進します。＜政策＞

農林

部局

○新規林業就業者数（累計）
　　　㉕１５人→㉛１９０人

「とくしま林業アカデミー」については、平成28年度
に開講が決定していることから、（仮称）を削除する
もの。
新規漁業就業者数については、「とくしま水産創生ビ
ジョン（仮称）」において、平成30年度の新規就業者
数の目標数を30人としていることから、これとの整合
性を図るため、上方修正を検討する。

○新規漁業就業者数（累計）
　　　㉕２９人→㉛１６０人
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【アクションプラン編】における修正箇所一覧
 

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

4 1-ｲ-3 P3 ■

1-1-1 P70 推進 → → → →

3事例 6事例 9事例
12
事例

15
事例

3事例 13事例 16事例 19事例 22事例

5 1-ｲ-3 P3 ■

1-5-2 P95 推進 → → →

20
団体

30
団体

40
団体

40
団体

 

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

6 1-ｳ-2 P4 ■

1-2-1 P77 推進 → → → → 推進 → → → →

若者の地元定着を促進するだけでなく、産業人材の確
保による雇用創出を図るとの観点により、制度を構築
することとなったため、制度の目的にその旨を追記し
たものである。
制度名称は「徳島県奨学金返還支援制度」とする。

政策

45.0% 45.5% 46.5% 47.5% 50.0%

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

集落再生につながる取組みの創出事例数（５か年の
累計）：22事例（－）

経営

○とくしま新未来「創造」オフィスとの連携団体数
　　   ㉕－→㉛40団体

とくしま新未来「創造」オフィスとの連携団体数：
40団体（－）

政策

○集落再生につながる取組みの創出事例数
（累計）
　　　㉕－→㉛１５事例

○集落再生につながる取組みの創出事例数
（累計）
　　　㉕－→㉛２２事例

●職員の県民目線・現場主義を徹底し、「創造力・実行
力・発信力」に優れた人財を育成するため、地方創生の
最前線の現場に「とくしま新未来『創造』オフィス」を
設置し、現場の多様で多才な人材と交流・連携しながら
実践型の職員研修を実施します。＜経営＞

新たな実践フィールドである「とくしま新未来『創
造』オフィス」において、六位一体の連携による人財
育成を推進するため。

●地域の資源や個性を活かした「魅力ある地域
づくり」を推進するため、地域づくりを支える
人材育成や古民家・遊休施設を活用したサテラ
イトオフィスの取組みを支援します。＜政策＞ 平成27年度の事例数が大きく上回る見込みのため，事

例数を上方修正する。

部局

（イ）「とくしま回帰」を呼び込む拠点機能の強化

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

改善見直しの理由及び概要

（ウ）若者の「とくしま回帰」を生み出す大学等の活性化

戦略該当箇所
（ＡＰ） 工程（年度別事業計画）

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

○県内大学生等の県内就職率
　　　㉕４４．５％→㉛５０．０％

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要

県内大学生等の県内就職率：50.0%以上（44.5%）

●若者の地元定着を促進するため、経済団体や企業等と
連携して、大学生等を対象とした「地元就職促進・奨学
金返還支援制度（仮称）」を創設し、県内企業に一定期
間就業した学生の奨学金の返還を支援します。＜政策＞

●若者の地元定着を促進するとともに、産業人材の確保
による雇用創出を図るため、経済団体や企業等と連携し
て、大学生等を対象とした「徳島県奨学金返還支援制
度」を創設し、県内企業に一定期間就業した学生の奨学
金の返還を支援します。＜政策＞

部局

②若者の地元定着促進
戦略該当箇所

（ＡＰ）

番号

行動計画
該当箇所

③サテライトオフィスのさらなる展開
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【アクションプラン編】における修正箇所一覧
　 　

 

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

7 2-ｱ-3 P7 ■

2-4-1 P107 推進 → → → → 推進 → → → →

42トン 50トン 59トン 68トン 75トン

8 2-ｱ-3 P8 ■

9 2-ｱ-3 P8 ■

10 2-ｱ-3 P8 ■

2-4-3 P110 推進 → → → → 推進 → → → →

230
万羽

250
万羽

280
万羽

300
万羽

300
万羽

300頭 600頭 900頭
1,200
頭

1,500
頭

7施設 8施設 9施設 10施設 11施設

 

③もうかる農林水産業の推進

工程（年度別事業計画）

県産米輸出数量：75トン（34トン）

戦略該当箇所
（ＡＰ）

【基本目標２】　地域における仕事づくり

（ア）地域産業の未来に向けた競争力の強化

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

改善見直しの理由及び概要 部局

水産物出荷・流通体制施設等の整備：11施設（５施
設）

「阿波尾鶏」出荷羽数：300万羽（195万羽）

「阿波とん豚」出荷頭数：1,500頭（61頭）

●本県農林水産業の持続的な発展や農山漁村の活性化に
資するため、「徳島県食料・農林水産業・農山漁村基本
条例」を肉付けする基本計画に基づき、施策を推進しま
す。
また、持続可能な水田農業を推進するために、地域の実
情に応じた米づくりや海外を視野に向けた取組みなど、
新たなコメ戦略を進めます。＜農林＞

●本県農林水産業の持続的な発展や農山漁村の活性化に
資するため、「徳島県食料・農林水産業・農山漁村基本
条例」を肉付けする基本計画に基づき、施策を推進する
とともに、「徳島県ＴＰＰ対応基本戦略」に基づき、
「高いブランド力」などの「強み」を活かした「攻め」
の対策と小規模経営体・産地の維持に向けた「守り」の
対策に重点的に取り組み、ＴＰＰを迎え撃ちます。
また、持続可能な水田農業を推進するために、地域の実
情に応じた米づくりや海外を視野に向けた取組みなど、
新たなコメ戦略を進めます。＜農林＞

○県産米輸出数量
　　　㉕３４トン→㉛７５トン

○「阿波尾鶏」出荷羽数
　　　㉕１９５万羽→㉚３００万羽

○「阿波とん豚」出荷頭数
　　　㉕６１頭→㉛１，５００頭

●畜水産物の生産の効率化や規模拡大を図るとともに、
畜産ブランド産地の確立、加工品開発による高付加価値
化を推進します。
また、すだち・なると金時など本県を代表する品目につ
いて、個別課題解決戦略によるレベルアップ等を図り、
「日本のトップブランド」実現に向けた取組みを推進し
ます。
＜農林＞

●畜水産物の生産の効率化や規模拡大を図るとともに、
グローバル化に向けた「攻めの畜産」を展開するため、
一歩先行くプレミアム化や経営転換の推進、「阿波尾
鶏」をはじめとする畜産ブランドの加工品開発など、競
争力強化を推進します。
また、すだち・なると金時など本県を代表する品目につ
いて、個別課題解決戦略によるレベルアップ等を図り、
「日本のトップブランド」実現に向けた取組みを推進し
ます。
＜農林＞

ＴＰＰ交渉の大筋合意を踏まえ、畜産物への影響が大
きいと考えられること、また、27年度の評価戦略会議
において、畜産物の出荷量についてＣ評価をいただい
たことから、畜産物のブランド化・競争力強化に向け
た取組の強化を検討する。
また、阿波牛出荷頭数について、27年度までの実績が
良好であるため、目標値の上方修正を検討する。

農林

○水産物出荷・流通体制施設等の整備（累計）
　　　㉕５施設→㉛１１施設

農林

全議員勉強会における御提案を踏まえ、「ＴＰＰ対応」をより明確化
し行動計画に位置付けるため、取組内容の拡充を検討する。
また、産出額の向上には、飼料用米の推進による米価下落防止
が重要であることから、飼料用米の推進に向け、目標数値の上方
修正を検討する。
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【アクションプラン編】における修正箇所一覧

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

11 2-ｱ-4 P9 ■

12 2-ｱ-4 P9 ■

2-5-2 P117 推進 → → → → 推進 → → → →

5.4億
円

7.2億
円

9.5億
円

11億円 14億円

13か国 15か国 18か国 20か国 22か国

13 2-ｱ-4 P9 ■

4-4-1
(2-5-

2)
P157 推進 → → →

12店舗 14店舗 17店舗 20店舗 12店舗 14店舗 17店舗 20店舗 23店舗

14 2-ｱ-4 P9 ■

6-3-1 P194 推進 → → → → 推進 → → → →

1件 4件 7件 10件 13件

 

農林水産物等輸出金額：14.0億円（2.4億円）

「とくしまブランド」輸出相手先国・地域数：22か
国（9か国）

全議員勉強会における御提案を踏まえ、ＴＰＰを好機
としたＴＰＰ参加国への輸出展開を行動計画に明確に
位置付けるため、取組内容の拡充を検討する。

農林

「阿波地美栄」取扱店舗数（累計）：２３店舗（５
店舗）

県では、鳥獣被害の防止に加え，捕獲された野生鳥獣
を地域資源として有効活用するため、「阿波地美栄」
の普及を推進している。
県内における普及はもとより、「阿波地美栄」をＳＮ
Ｓ等を活用し海外に向けてＰＲすることなどによっ
て、インバウンドの増大やジビエの輸出拡大にも寄与
しうることから、「阿波地美栄」を取り扱う店舗数を
増加させ「阿波地美栄」の供給力を高めることは地域
活性化に資する。
そのため、「阿波地美栄」取扱店舗数を、新たに総合
戦略のＫＰＩとして追加することを検討する。

農林

６次産業化商品プロデュース数（５か年の累計）：
１３件（－）

④６次産業化・とくしまブランド海外展開の推進

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

戦略該当箇所
（ＡＰ） 工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

●世界にはばたく「とくしまブランド」の確立を目指
し、県産農林水産物の輸出を支援します。＜農林＞

●世界にはばたく「とくしまブランド」の確立を目指
し、ＴＰＰ参加国を含めた「輸出国・地域」と「輸出品
目」の新規追加、マーケティングサポート体制の整備、
輸出型産地形成、産地間連携の推進・強化などにより、
県産農林水産物の輸出拡大を図ります。

○農林水産物等輸出金額
　　　㉕２．４億円→㉛１４億円

○「とくしまブランド」輸出相手先国・地域数
　　　㉕９か国→㉛２２か国

●野生鳥獣の処理加工施設を拠点に、地元で「阿波地美
栄（ジビエ）」を取り扱う店舗を増やすとともに、海外
展開も視野に入れたＰＲ活動等を通じて消費拡大を図り
ます。（再掲）＜農林＞

○「阿波地美栄」取扱店舗数（累計）
　　　㉕５店舗→㉚２０店舗

●農工商教育の活性化を図るため、平成２７年３月に策
定した「徳島県農工商教育活性化方針」に基づき、高校
における農工商教育の活性化に取り組むとともに、農工
商が連携した６次産業化に対応した教育を推進します。
＜教育＞

●農工商教育の活性化を図るため、平成２７年３月に策
定した「徳島県農工商教育活性化方針」に基づき、高校
における農工商教育の活性化に取り組むとともに、農工
商が連携し、徳島ならではの地域資源を十分に生かした
６次産業化に対応した教育を推進します。＜教育＞

今年度，県央の農業，工業，商業科設置校の連携によ
り，徳島ならではの地域資源である「阿波藍」をテー
マに，協働による商品化に取り組んでいる。この取組
の実証成果をもとに，今後さらに地域資源を生かした
６次産業化の商品開発を通じ、農工商教育の推進を図
る。

教育

○６次産業化商品のプロデュース数（累計）
　　㉕－→㉛１３件
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【アクションプラン編】における修正箇所一覧

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

15 2-ｲ-1 P10 ■

7-2-1
(7-2-

2)
P205 推進 → → → →

260
万人

270
万人

285
万人

300
万人

310
万人

16 2-ｲ-1 P10 ■

7-1-2 P203 推進 → → → → 推進 → → → →

5万人 6万人 7万人 8万人 9万人

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

17 2-ｲ-2 P11 ■

1-1-1
(2-3-

1)
P72 推進 → → →

7,000
人

7,000
人

8,000
人

8,000
人

「スマート回廊」年間体験者数：延べ8,000人（－）

H27.9月のミラノ万博出展における成果や，県政運営評
価戦略会議の委員からいただいた「ヨーロッパ圏など
も視野に入れてはどうか」とのご意見などを踏まえ，
欧米も対象エリアに加える。

商工

②「ひと」が集う大規模イベントの拡大

年間の延べ宿泊者数：３１０万人（２２６万人）

（イ）戦略的な観光誘客の推進

①「訪日外国人２０００万人時代」に向けた取組み

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

●「おどる宝島！パスポート」をはじめとする誘客コン
テンツの整備、効果的な魅力発信や旅行商品の造成促進
等による「観光目的客の取り込み」、コンベンション誘
致促進による「ビジネス目的客の取り込み」、「東京オ
リンピック・パラリンピック」等を見据えた「『訪日外
国人２０００万人時代』に向けた取組み」を核とする
「徳島県観光振興基本計画（第２期）」に基づく戦略的
な取組みを推進することにより、観光誘客を促進しま
す。＜商工＞

●「おどる宝島！パスポート」をはじめとする誘客コン
テンツの整備、効果的な魅力発信や旅行商品の造成促進
等による「観光目的客の取り込み」、コンベンション誘
致促進による「ビジネス目的客の取り込み」、「東京オ
リンピック・パラリンピック」等を見据えた「『訪日外
国人２０００万人時代』に向けた取組み」を核とする
「徳島県観光振興基本計画（第２期）」に基づく戦略的
な取組みを推進することにより、観光関連事業者との連
携など、官民を挙げた観光誘客を促進します。＜商工＞

「交通事業者とともに誘客事業を行うことを表記した
らどうか（新未来創造部会）」との提言を踏まえ、所
要の修正を行うこととした。

商工

○年間の延べ宿泊者数
　　㉕２２６万人→㉛３１０万人

●東アジア・東南アジアを重点エリアとし、海外と徳島
阿波おどり空港間のチャーター便の誘致をはじめ、関西
広域連合・瀬戸内ブランド推進連合・四国ツーリズム創
造機構等と連携した広域観光の推進、徳島の魅力を活か
した団体旅行及び個人旅行、教育旅行、医療観光など多
様な外国人観光誘客を推進します。＜商工＞

●重点エリアである東アジア・東南アジアに加えて、欧
米も誘客の対象とし、海外と徳島阿波おどり空港間の
チャーター便の誘致をはじめ、関西広域連合・瀬戸内ブ
ランド推進連合・四国ツーリズム創造機構等と連携した
広域観光の推進、徳島の魅力を活かした団体旅行及び個
人旅行、教育旅行、医療観光など多様な外国人観光誘客
を推進します。＜商工＞

○県内への外国人延べ宿泊者数
　　㉕３２，３１０人→㉛９０，０００人

県内への外国人延べ宿泊者数：９万人（32,310人）

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

●地域の資源を活用し、先端技術・科学による賑わいを
生み出すため、川口ダム自然エネルギーミュージアムと
その周辺施設による「スマート回廊」を創設し、自然エ
ネルギーの利用、デジタルアート、コミュニケーション
ロボット、日本科学未来館監修の科学展、ドローンの活
用等の体験を、地域と共に展開します。＜企業＞

科学やアートの魅力により、交流人口の拡大を図るた
め、地域と一体となった推進体制を構築し、先端のデ
ジタル・ロボットテクノロジーの体験や、日本科学未
来館の監修による科学を伝える取組等を展開する「ス
マート回廊地域創造事業」を実施する。

企業

○「スマート回廊」年間延べ体験者数
　　　    ㉕－→㉚８，０００人

戦略該当箇所
（ＡＰ）

戦略該当箇所
（ＡＰ）
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【アクションプラン編】における修正箇所一覧
 

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

18 2-ｳ-1 P12 ■

1-3-4 P84 推進 → → → → 推進 → → → →

76% 77% 78% 79% 80%

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

19 2-ｳ-2 P12 ■

20 2-ｳ-2 P12 ■

1-3-4 P84 推進 → → → → 推進 → → → →

4,500
人

5,900
人

7,300
人

8,700
人

10,000
人

21 2-ｳ-2 P12 ■

1-3-3 P84 拡大 → → →

9,300
人

9,600
人

9,800
人

10,000
人

9,300
人

10,600
人

10,900
人

11,300
人

地域の創意工夫を活かした訓練により、正社員として
の雇用を視野に入れた人材育成に取り組む国事業に採
択されたことから、関連する文章と数値目標を追加す
る。

商工

介護保険サービス事業所（居宅）従事者数：11,300
人（8,797人）

民間を活用した訓練受講者の就職率：80%（H21～H25
の平均率74%）

地域の創意工夫を活かした訓練により、正社員として
の雇用を視野に入れた人材育成に取り組む国事業に採
択されたことから、関連する文章と数値目標を追加す
る。

商工

テクノスクール３校体制における訓練生の資格取得
者数（５か年の累計）：10,000人（1,760人）

（ウ）地域産業の飛躍を支える人づくり

①次代を支え未来を拓く産業人材の育成

改善見直しの理由及び概要 部局

●産業界との連携等により、テクノスクールの訓練内容
を充実強化し、実践的な産業人材の育成を推進します。
＜商工＞

●産業界との連携等により、テクノスクールの訓練内容
を充実強化し、実践的な産業人材の育成を推進します。
また、全国トップクラスの光ブロードバンド環境を活か
し、地域活性化コーディネーターや、コールセンターオ
ペレーター等を育成する職業訓練を実施します。
＜商工＞

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

○民間を活用した訓練受講者の就職率
　　　㉕７４％（㉑～㉕の平均率）→㉛８０％

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）工程（年度別事業計画）

部局

②地域を支える産業人材の育成

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

●産業界との連携等により、テクノスクールの訓練内容
を充実強化し、実践的な産業人材の育成を推進します。
＜商工＞

●産業界との連携等により、テクノスクールの訓練内容
を充実強化し、実践的な産業人材の育成を推進します。
また、全国トップクラスの光ブロードバンド環境を活か
し、地域活性化コーディネーターや、コールセンターオ
ペレーター等を育成する職業訓練を実施します。
＜商工＞

○テクノスクール３校体制における
　訓練生の資格取得者数（累計）
　　　㉕１，７６０人→㉛１０，０００人

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

「徳島版マイスター制度」の創設：H30創設（－）

保健

○介護保険サービス事業所（居宅）従事者数
　　　㉕８，７９７人→㉚１０，０００人

○介護保険サービス事業所（居宅）従事者数
　　　㉕８，７９７人→㉚１１，３００人

○「徳島県版マイスター制度」の導入
　　　㉚導入

●高齢化の進行に伴い、今後必要となる介護サービスの
提供体制を整えるため、介護職員等福祉分野における雇
用の創出を行います。＜保健＞

総合戦略の主なＫＰＩに位置付ける。
従業者数の現状を踏まえ、上方修正する。

戦略該当箇所
（ＡＰ）

戦略該当箇所
（ＡＰ） 工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要
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【アクションプラン編】における修正箇所一覧
　 　

 

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

22
3-ア-

1
P13 ■

1-4-1 P87 推進 → → → 推進 → → →

7,000
人

7,000
人

7,000
人

7,000
人

7,000
人

500
人

1,000
人

1,500
人

2,000
人

50組 100組 150組 200組

115社 145社 175社 200社 230社

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

23
3-ア-

2
P13 ■

1-4-3 P88 創設 推進 → →

 

【基本目標３】　結婚・出産・子育ての環境づくり

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要

○男女の出逢いの場等におけるカップル成立数
　　㉕－→㉛２００組

改善見直しの理由及び概要

②出産・子育てを応援する

●結婚したい独身者の希望を叶えるため、「とくしま結
婚支援センター（仮称）」を設置し、ＩＣＴや縁結びボ
ランティアを活用した、よりきめ細やかな結婚支援を実
施します。＜県民＞

番号

戦略該当箇所
（ＡＰ）

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

県民
結婚支援の抜本的な強化を図るため、既存事業を見直し、よ
りきめ細やかな結婚支援を実施することとしたため、数値目
標等についても新たに設定することとした。

平成２８年度から、第３子以降及びひとり親家庭等の児童を対象と
した放課後児童クラブ利用料無料化制度を創設することとしたた
め。

県民

●若者の出逢いの機会を増やし結婚を支援するため、県
内企業・団体間の婚活支援ネットワークの拡大を図ると
ともに、「きらめき縁結び応援団※」と連携し、地域の
特色を生かした魅力ある婚活イベントを実施します。
＜県民＞

部局

（ア）ライフステージに応じた切れ目ない支援の強化

①若い世代の結婚の希望をかなえる

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

番号 部局

工程（年度別事業計画）

「とくしま結婚支援センター（仮称）」が管理する
男女の出逢いの場等への参加者数（年間）：2,000人
（－）

○男女の出逢いの場等への参加者数
　　　㉕６，８５８人→㉗～㉛年間７，０００人

○「とくしま結婚支援センター（仮称）」が管理す
る男女の出逢いの場等への参加者数
　　　㉕－→㉛年間２，０００人

○婚活支援応援企業・団体登録数
　　　㉕－→㉛２３０社

●保育所から小学校への「切れ目のない支援」により
「小１の壁」を打破するため、第３子以降及びひとり親
家庭等の児童を対象とした放課後児童クラブ利用料無料
化制度を創設します。
 ＜県民＞

○第３子以降及びひとり親家庭等の児童を対象とし
た放課後児童クラブ「利用料無料化制度」の創設
　　㉘創設

工程（年度別事業計画）

第３子以降及びひとり親家庭等の児童を対象とした
放課後児童クラブ「利用料無料化制度」の創設：H28
創設
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【アクションプラン編】における修正箇所一覧

 
総合戦略

のみ
総合戦略

のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

24 3-ｲ P15 ■

1-3-4 P86 実施 → → → 実施 → → →

23.0% 24.0% 25.0% 26.0% 27.0%

 

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

25 3-ｳ-1 P16 ■

1-3-4 P85 推進 → → → → 推進 → → → →

20
事業所

40
事業所

60
事業所

80
事業所

100
事業所

26 3-ｳ-1 P16 ■

1-5-2 P95 推進 → → →

 

○県内でテレワークを実施する事業所数
　（トライアル実施を含む）（累計）
　　　㉕－→㉛１００事業所

●職員の県民目線・現場主義を徹底し、「創造力・実行
力・発信力」に優れた人財を育成するため、地方創生の
最前線の現場に「とくしま新未来『創造』オフィス」を
設置し、現場の多様で多才な人材と交流・連携しながら
実践型の職員研修を実施します。＜経営＞

新たな実践フィールドである「とくしま新未来『創
造』オフィス」において、六位一体の連携による人財
育成を推進するため。

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

経営

○とくしま新未来「創造」オフィスの展開
　　   ㉘展開

①テレワーク導入による新たな働き方の「とくしまモデル」創出

●ワーク・ライフ・バランスの向上や勤務形態の多様化
に適切に対応するため、全国トップクラスのブロードバ
ンド環境を活用し、テレワーク実証の場として、在宅勤
務等の補完や共同利用型サテライトオフィスとしての機
能を有する「テレワークセンター」を設置するととも
に、「テレワーク実証実験」により、導入・実施時の課
題を検証し、県内へのテレワークの普及を図ります。
＜商工＞

●ワーク・ライフ・バランスの向上や勤務形態の多様化
に適切に対応するため、全国トップクラスのブロードバ
ンド環境を活用し、テレワーク実証の場として、在宅勤
務等の補完や共同利用型サテライトオフィスとしての機
能を有する「テレワークセンター」を設置するととも
に、「テレワーク実証実験」による、導入・実施時の課
題を踏まえ、県内へのテレワークの普及を図ります。
＜商工＞

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

●新卒等未就職若年者の就業を支援するため、企業説明
会やセミナー等のイベントを開催し、若者と企業のマッ
チングを推進することで、若者の県内企業への就職を促
進します。
また、若年無業者（ニート）等の就業を促進するため、
「地域若者サポートステーション」において、専門家に
よる個別相談等を実施するとともに、支援機関のネット
ワークを活用した支援を行います。＜商工＞

●新卒等未就職若年者の就業を支援するため、企業説明
会やセミナー等のイベントを開催し、若者と企業のマッ
チングを推進することで、若者の県内企業への就職を促
進します。
また、若年無業者（ニート）等の就業を促進するため、
「地域若者サポートステーション」において、専門家に
よる個別相談等を実施するとともに、国の事業と連携し
た進路決定者向けのフォローアップなど、支援機関の
ネットワークを活用した支援を行います。＜商工＞

○若年者企業面接会等の参加者における就職内定率
　　　㉕－→㉛２７．０％

「今後は、進路決定者のフォローアップにも力を入れ
て欲しい（県政運営評価戦略会議）」との意見をいた
だいており、現在実施している進路決定者の仕事の継
続やキャリアアップなどを応援する国の事業と連携
し、支援をさらに促進していくため、文言を修正し
た。

改善見直しの理由及び概要 部局

（イ）若い世代の正規雇用のさらなる拡大

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

若年者企業面接会等の参加者における就職内定率：
27.0%（－）

戦略該当箇所
（ＡＰ）

商工

県内でテレワークを実施する事業所数（ﾄﾗｲｱﾙ実施を
含む）（５か年の累計）：100事業所（－）

平成27年度に行った「テレワーク実証実験」を踏まえ
てテレワークの普及を図っていくため、文言を修正す
る。

商工

（ウ）仕事と子育てが両立する働き方の実現

戦略該当箇所
（ＡＰ）

とくしま新未来「創造」オフィスの展開：推進
（－）
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【アクションプラン編】における修正箇所一覧

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

27 3-ｳ-2 P16 ■

1-4-6 P91 推進 → → → → 推進 → → → →

215
事業所

230
事業所

245
事業所

260
事業所

270
事業所

●テレワークなどの多様な働き方の拡大を図り、働きや
すい職場環境づくりを推進するため、仕事と子育て等の
両立支援に積極的な企業等を「はぐくみ支援企業」とし
て認証し、企業等における次世代育成の取組みを促進す
るとともに、仕事と育児の両立を支援するため、e-ラー
ニング等を活用してテレワーカーを育成する「子育て女
性等の新たな働き方」支援制度を創設します。＜商工＞

●テレワークなどの多様な働き方の拡大を図り、働きや
すい職場環境づくりを推進するため、仕事と子育て等の
両立支援や女性の管理職登用に積極的な企業等を「はぐ
くみ支援企業」として認証し、企業等におけるワーク・
ライフ・バランスの推進や次世代育成の取組みを促進す
るとともに、仕事と育児の両立を支援するため、e-ラー
ニング等を活用してテレワーカーを育成する「子育て女
性等の新たな働き方」支援制度を創設します。＜商工＞

○「はぐくみ支援企業」認証事業所数
　　　㉕１７７事業所→㉛２７０事業所

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

②子育てしやすい職場環境づくり

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

戦略該当箇所
（ＡＰ）

商工

「はぐくみ支援企業」認証事業所数：270事業所
（177事業所）

「働きやすい職場づくりのため、労働相談等を実施し
ているが、ワーク・ライフ・バランスを見据えた就労
環境の整備には課題もある（県政運営評価戦略会
議）」との意見をいただいており、はぐくみ支援企業
認証制度の見直しや、ワーク・ライフ・バランスの一
層の推進を図るため文言修正した。
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【アクションプラン編】における修正箇所一覧
　 　

 

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

28 4-ｱ-1 P17 ■

1-1-1 P70 推進 → → → →

9事例 18事例 27事例 36事例 45事例 9事例
24

事例
33

事例
42

事例
51

事例

 

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

29 4-ｲ-1 P18 ■

5-2-1 P166 推進 → → → → 推進 → → → →

40% 50% 50% 60% 70%

30 4-ｲ-1 P18 ■

2-2-2 P103 実施 → → → →

5件 5件 5件 5件 5件 5件 10件 10件 10件 10件

 

戦略該当箇所
（ＡＰ）

①市町村の課題解決支援

工程（年度別事業計画）

地方創生につながる取組みの創出事例数（５か年の
累計）：51事例（－）

戦略該当箇所
（ＡＰ）

【基本目標４】　活力ある暮らしやすい地域づくり

（ア）課題解決先進地域づくりの加速

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

改善見直しの理由及び概要 部局

「女性活躍ﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟ作戦」ｲﾍﾞﾝﾄ参加者・講座による
実践的活動への参加意欲向上度：70％（－）

「女性活躍推進法」の成立により、今後、女性の職業
生活における活躍を効果的に進めていくためには、事
業の見直しや計画の策定が必要であることから、内容
を修正し項目を追加する。

県民

●「vs東京『とくしま回帰』総合戦略」及び市町村が策
定する「総合戦略」の効果的展開を図るため、市町村や
民間、あるいは両者が連携・協働して実施する、地域の
課題解決に向けた先導的な取組みを支援し、「徳島なら
ではの地方創生モデル」として全国へ発信します。
＜政策＞

政策

○地方創生につながる取組みの創出事例数（累計）
　　　㉕－→㉛４５事例

○地方創生につながる取組みの創出事例数（累計）
　　　㉕－→㉛５１事例

（イ）多様な人材が輝く地域づくりの加速

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

平成27年度の事例数が大きく上回る見込みのため，事
例数を上方修正する。

●「男女共同参画交流センター」を核として、講演会や
セミナーを開催するなど、総合的かつ計画的に男女共同
参画を進めます。
また、平成26年度「女性活躍元年」における「女性活躍
推進フォーラム」開催による機運の高まりを持続させ、
さらに女性活躍推進加速化を図るため、新たな企画を取
り入れるなど「役立つ学び場」として「輝く女性応援
フェスティバル（仮称）」を開催するとともに、女性の
力を結集する「全国級大会」の誘致促進を図ります。
＜県民＞

●「男女共同参画交流センター」を核として、講演会や
セミナーを開催するなど、総合的かつ計画的に男女共同
参画を進めます。
また、平成26年度「女性活躍元年」における「女性活躍
推進フォーラム」開催による機運の高まりを持続させ、
さらに女性活躍推進加速化を図るため、新たな企画を取
り入れるなど「役立つ学び場」として「輝く女性応援
フェスティバル」を開催するとともに、女性活躍のため
の「推進計画」を策定します。＜県民＞

①女性の活躍を加速

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

●大学生やシニア起業家など幅広い年齢層に対応した創
業支援策を実施するとともに、次代の本県産業界を担う
人財育成のための取組みを進めることにより、創業の促
進を図ります。＜商工＞

●大学生からシニアまで幅広い年齢層における創業や、
女性ならではの感性やアイディアを活かした創業を支援
するとともに、次代の本県産業界を担う人財育成のため
の取組みを進めることにより、創業の促進を図ります。
＜商工＞

女性の創業を促進することにより、新たな消費の喚起
や女性雇用の創出など、地域経済の活性化へ高い効果
が期待されることから、取組みを加速させるため、
「女性の創業に対する事業計画等の支援件数」につい
て上方修正する。

女性の創業に対する事業計画等の支援件数（年
間）：10件（－）

○イベント・講座による実践的活動への
　参加意欲向上度（アンケート調査結果）
　　㉕－→㉛７０％

商工

○女性の創業に対する事業計画等の支援件数
　　   ㉕－→㉗～㉛年間５件

○女性の創業に対する事業計画等の支援件数
　　㉕－→㉘～㉛年間１０件
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【アクションプラン編】における修正箇所一覧

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

31 4-ｲ-2 P19 ■

5-1-1 P162
順次
拡大

→ → → →
順次
拡大

→ → → →

7% 8% 9% 10% 11%

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

32 4-ｲ-3 P20 ■

6-5-1 P199
創設
(30人)

推進
(30人)

→
(30人)

→
(30人)

→
(30人)

創設 推進 → → →

(90人) 100人 110人 120人 130人

 

戦略該当箇所
（ＡＰ）

戦略該当箇所
（ＡＰ）

「シルバー人材センター」の派遣従事者の割合：
11％（5.1％）

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要

改善見直しの理由及び概要

部局

「とくしま若者未来夢づくりセンター事業」への参
加者数（5か年の累計）：550人（－）

現行の計画では、徳島に誇りを持って地域の様々な取
り組みを学び考えることによる自立した大人としての
若者の育成が主たる目的だったが、さらに、課題解決
のための新しい視点やアイデアの創出及び地方創生の
若手リーダー育成についても目的として追加した。
これによって、毎回固定メンバーに参加してもらう方
法から、テーマごとに新たな参加者を募集する方法へ
と改善し、新しく参加人数の目標を設定した。

県民

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

②元気な高齢者が活躍する「生涯現役社会」の実現

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

●働く意欲を持つ高齢者にその経験と能力を活かした就
業の機会の確保・提供を行い、高齢者の生きがいを高め
るとともに、地域社会の活性化を図ります。＜商工＞

●働く意欲を持つ高齢者にその経験と能力を活かした就
業の機会の確保・提供を行い、高齢者の生きがいを高め
るとともに、シルバー人材センターを活用し、アクティ
ブシニアの多様な働き方の支援と周知・広報に努めるこ
とにより、地域社会の活性化を図ります。＜商工＞

県政運営評価戦略会議においてＣ評価となり、更に
「シルバー人材センターを知らない県民も多くいると
思うので、広報になお一層力を入れて欲しい（県政運
営評価戦略会議）」との提言を受けたため、シルバー
人材センターに関し、請負型就労のみでなく、派遣型
就労も可能であること等を広報することとし、文言の
修正を行った。

商工

部局

○「シルバー人材センター」の派遣従事者の割合
　　㉕５．１％→㉛１１％

③若者の自己実現を応援

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

○「とくしま若者未来夢づくりセンター」参加者数
　　㉕－→㉛１３０人

●「若者に身近な課題」をテーマに、「カフェ」などリ
ラックスした場所で、若者が会社員やＮＰＯ職員など、
「世代や立場の異なる多様な参加者」と未来志向で対話
することによって、課題解決のための新しい視点やアイ
デアを創出するとともに、地方創生の若手リーダーを育
成します。＜県民＞

●徳島の未来を担う若者が、「課題解決先進県・徳島」
をフィールドとした地域の様々な取組みを学び考える
「対話の場」を創設します。＜県民＞

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）
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【アクションプラン編】における修正箇所一覧

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

33 4-ｳ-1 P23 ■

1-1-3 P73 推進 → → → → 推進 → → → →

2箇所 4箇所 6箇所 2箇所 5箇所 7箇所

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

34 4-ｳ-4 P24 ■

5-5-3 P183 推進 → → → →

330件 370件 410件 450件 500件 330件
1,050
件

1,100
件

1,150
件

1,200
件

 

戦略該当箇所
（ＡＰ）

戦略該当箇所
（ＡＰ）

（ウ）時代に合ったふるさとづくりの加速

ふるさと納税寄附件数：1,200件（212件）

「ワンストップ型福祉拠点」整備箇所数（累計）：
県下全６圏域（H30完了）（－）

①多世代交流・多機能型拠点の形成

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

●県内各圏域において、地域の絆を取り戻すため、高齢
者から若者や子供までの交流の推進や障がい者や外国人
など全ての人々に対する生活・福祉サービスを展開でき
るユニバーサルカフェ（多世代交流・多機能型）“ワン
ストップ型福祉拠点”を整備し、地方創生に向け持続可
能な地域づくりを推進します。＜保健＞

県内各圏域において、地域の絆を取り戻すため、高齢者
から若者や子供までの交流の推進や障がい者や外国人な
ど全ての人々に対する生活・福祉サービスを展開すると
ともに「ＣＣＲＣ」にもつながるユニバーサルカフェ
（多世代交流・多機能型）“ワンストップ型福祉拠点”
を整備し、「一億総活躍社会の実現」を目指す地方創生
に向け持続可能な地域づくりを推進します。＜保健＞

一億総活躍社会の実現に向け、今後、県内において、
これまで以上にユニバーサルカフェの整備を推進する
必要があるため、「ユニバーサルカフェ（多世代交
流・多機能型）「ワンストップ型福祉拠点」の整備箇
所数」について、上方修正する。

保健

○ユニバーサルカフェ（多世代交流・多機能型）
　「ワンストップ型福祉拠点」の整備箇所数
  （累計）
　　　㉕－→㉚６箇所（全６圏域）

○ユニバーサルカフェ（多世代交流・多機能型）
　「ワンストップ型福祉拠点」の整備箇所数
  （累計）
　　　㉕－→㉚７箇所（全６圏域）

④誇りと愛着を育むふるさとづくり

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

●徳島ファンの輪を広げるため、「ふるさと納税制度」
を通じて、県内外に「ふるさと徳島」の魅力をより積極
的にアピールするとともに、県出身者など本県ゆかりの
方々との連携をさらに強化し、活力と魅力あふれる徳島
づくりを進めます。＜政策＞

Ａ評価ではあるが，27年度においては，さらなる「徳
島ファン」の拡大を図るため，寄附メニューをわかり
やすく整理するとともに，「パンフレットの制作」や
「新たな支払い方法の導入」による利便性の向上等、
各種施策を展開した結果，寄附数の大幅な増加が図ら
れる見込みとなったため，目標を上方修正する。

政策

○ふるさと納税寄附件数
　　㉕２１２件→㉛５００件

○ふるさと納税寄附件数
　　㉕２１２件→㉛１，２００件
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【アクションプラン編】における修正箇所一覧

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

35 4-ｴ-2 P26 ■

3-5-2 P139 推進 → → → →

170
事業者

170
事業者

170
事業者

170
事業者

170
事業者

170
事業者

200
事業者

200
事業者

200
事業者

200
事業者

36 4-ｴ-2 P26 ■

3-5-2 P140 推進 → → → →

230人 310人 390人 470人 500人 230人
1,000
人

1,100
人

1,200
人

1,250
人

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

37 4-ｴ-3 P27 ■

3-1-2 P119 推進 → → → →

50人 100人 125人 150人 150人 50人 100人 125人 150人 150人

戦略該当箇所
（ＡＰ）

戦略該当箇所
（ＡＰ）

危機

○「快適避難所運営リーダーカード（仮称）」
　　交付者数（累計）
　　　㉕－→㉚１５０人

○「快適避難所運営リーダーカード」
　　交付者数（累計）
　　　㉕－→㉚１５０人

とくしま食品表示Ｇメン立入調査・検査：200事業者
（－）

平成27年度の鳴門わかめ不適正表示事案を受け、平成
28年度以降、立入事業者数を上方修正することとし
た。目標値については、食の安全安心審議会に諮って
いる「食品表示適正化基本計画」に合わせている。

危機

食品表示責任者等講習受講者数（累計）：1,250人
（－）

●「食品表示の適正化等に関する条例」に基づき、県民
の健康の保護並びに消費者に信頼される県産食品の生産
及び供給の振興を図るため、産地偽装の抑止対策として
科学的産地等判別分析を活用するなど、食品表示の適正
化等に関する施策を計画的かつ総合的に推進します。
また、食品表示Ｇメンの監視体制の充実強化を図るとと
もに、食品表示に関する啓発を推進します。＜危機＞

○とくしま食品表示Gメンの立入調査・検査
　事業者数
　　　㉕－→㉗～㉛年間１７０事業者

（エ）安心して暮らせる地域づくりの加速

②くらし安心の実現

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

○とくしま食品表示Gメンの立入調査・検査
　事業者数
　　　㉕－→㉘～㉛年間２００事業者

●食品関係事業者の食品表示責任者等に表示関連法令の
啓発指導を行い、事業所における食品表示リーダーの養
成を推進します。＜危機＞

危機

○食品表示責任者等講習会受講済数（累計）
　　　㉕－→㉛５００人

○食品表示責任者等講習会受講済数（累計）
　　　㉕－→㉛１,２５０人

食品表示責任者の設置が義務づけられている特定食品
製造事業者の届出件数が約1,200件(H27.12末)あり、平
成27年度単年度の受講者数も約480名(H27.12末)である
ため、実状に合う形で上方修正した。

③地域防災力の向上

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

●市町村が実施する自主防災組織の結成促進と活動活性
化の支援、避難所運営リーダーの養成、県民の「津波避
難意識」の向上を目的とした防災出前講座の開催など、
地域防災力の強化促進を図ります。＜危機＞

「快適避難所運営リーダーカード」交付者数（H30累
計）：150人（－）

平成27年11月15日から「快適避難所運営リーダーカー
ド」として運用を開始したため、「（仮称）」を削
除。
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【アクションプラン編】における修正箇所一覧
 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

38 4-ｴ-4 P29 ■

4-2-1 P146 推進 → → →

 

総合戦略
のみ

総合戦略
のみ

位置づ
け

該当項
位置づ

け
該当項 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

39 4-ｴ-5 P29 ■

40 4-ｴ-5 P29 ■

1-2-1 P76 促進 → → → → 促進 → → → →

5事例 15事例 25事例 35事例 45事例 5事例 25事例 35事例 45事例 55事例

40人 70人 100人

41 4-ｴ-5 P30 ■

3-3-8 P135
部会
設置

→ 検討 試行 →

戦略該当箇所
（ＡＰ）

戦略該当箇所
（ＡＰ）

誤字訂正 経営

○新たな行政手法（ＰＰＰ/ＰＦＩ方式※・
　コンセッション方等）の導入
　　　㉚試行

○新たな行政手法（ＰＰＰ/ＰＦＩ方式※・
　コンセッション方式等）の導入
　　　㉚試行

県有施設への新たな行政手法（PPP/PFI方式・コン
セッション方式等）の導入：H30試行

●平成２７年度に設置予定の庁内組織「徳島県公共施設
等総合管理計画推進本部（仮称）」の下に「ＰＰＰ／Ｐ
ＦＩ・コンセッション等民間活力導入検討部会（仮
称）」を設置し、民間活力導入に向けた検討を行いま
す。＜経営＞

川口ダム自然エネルギーミュージアムの設置：H28設
置（－）

④エネルギーの地産地消と未来エネルギーの導入

番号

行動計画
該当箇所

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

（改善見直し案）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

改善見直しの理由及び概要 部局

●自然エネルギー活用の大切さを啓発するため、水力及
び太陽光等の発電や環境学習の拠点となる施設を整備
し、「とくしま自然エネルギー探検隊事業」などで活用
します。また、地域の自然エネルギー導入を促進するた
め、市町村や民間事業者に対する技術支援を行います。
＜企業＞

総合戦略の主なKPIに位置付ける。 企業

○川口ダム自然エネルギーミュージアム整備
　　　㉘整備・活用

改善見直しの理由及び概要

⑤既存ストック活用先進県の新展開

番号

行動計画
該当箇所

○空き家等の活用事例数
　　　㉕－→㉛４５事例

○空き家等の活用事例数
　　　㉕－→㉛５５事例

（現　行）
主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

空き家判定士等の育成：100人（－）

空き家等の活用事例数：55事例（－）

○空き家判定士等の育成
　　　㉕－→㉚100人

部局
（改善見直し案）

主要施策・主要事業の概要・数値目標

工程（年度別事業計画）

●空き家物件に関する円滑な流通・マッチングによる移
住者受入体制の強化を図るため、市町村と連携し、空き
家の改修や家財の処分をはじめ、遊休施設を活用した移
住交流施設や定住促進住宅などの整備を促進します。
＜政策＞

●空き家物件に関する円滑な流通・マッチングによる移
住者受入体制の強化を図るため、市町村と連携し、空き
家の改修や家財の処分をはじめ、遊休施設を活用した移
住交流施設や定住促進住宅などの整備を促進します。
＜政策・県土＞ 平成27年度の空き家等の活用事例数が大きく上回る見

込みのため、数値目標を上方修正する。
また、本県の空き家を活かした、移住・定住に向けた
総合的な住宅対策を推進するため、空き家が利活用可
能かどうかの判定を行う判定士の育成を検討する。

政策
県土
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